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Ⅰ 調査概要

（１）調査の目的 

本調査は、平成２７年４月に「北九州市中小企業振興条例」が施行されたことに伴い、市内中小・小

規模企業の実態や支援ニーズを的確に把握し、今後の支援・施策等の方向性を検討することを目的とす

る。 

（２）調査設計 

（１） 調査地域  北九州市全域 

（２） 調査対象  北九州市内の中小・小規模企業 ５，０００社 

（３） 抽出方法  母集団からの無作為抽出 

（４） 調査方法  郵送によるアンケート調査 

（３）調査時期 

平成２７年１２月１６日（水）～平成２８年１月１５日（金） 

（４）回収状況 

（１） 対 象  5,000 票 

（２） 回 収  1,583 票 

（３） 回収率  31.7％ 

（５）調査結果利用上の留意事項 

○回答比率は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が 100％にならないことがある。 

○２つ以上の回答を求めた（複数回答）質問の場合、その回答比率の合計は原則として 100％

を超える。 
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11.2 23.0 15.0 9.7 7.6 23.9 9.5 0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=1583)

門司区 小倉北区 小倉南区 若松区 八幡東区 八幡西区 戸畑区 無回答 .

4.9 12.7 19.4 36.4 18.6 6.2 1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=1583)

30歳代以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代以上 無回答 .

7.7 32.1 12.3 27.6 18.7 1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=932)

300万円未満 300～499万円 500～999万円 1000～1999万円 2000万円以上 無回答 .

40.4 58.9 0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=1583)

個人 法人 無回答 .

Ⅱ 調 査 結 果

回答事業所について

１ 回答事業所属性

 本調査で有効回答のあった 1,583 社の属性は、以下のとおりである。 

■ 会社形態 ■ 

■ 所在地 ■ 

■ 代表者年齢 ■ 

■ 資本金規模 ■ 
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4.0

1.3

5.4 7.8 10.7 12.8 12.3 12.1 5.4 28.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=1583)

1945年以前 1946～
1949年

1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年以降 無回答 .

12.6 41.3 15.4 12.5 4.0 3.8 10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体(n=1583)

いない 1～4人 5～9人 10～29人 30～49人 50人以上 無回答 .

■ 創業年 ■ 

■ 従業員規模 ■ 

■ 業  種 ■ 
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経営状況について

２ 直近業績について（問１）

（１）前期と比較した売上の状況

前期と比較した売上の状況をみると、「増加」が 13.9％、「横ばい」が 34.7％、「減少」が 49.5％となっ

ている。 

業種別に見ると、「増加」が、卸売業（21.8％）、建設業（20.4％）、「横ばい」が、不動産、物品賃貸

業（55.4％）、製造業（41.5％）、「減少」が、小売業（69.7％）、生活関連サービス業（67.3％）で多く

なっている。 

問１ 直近業績について 

前期と比較した売上の状況について、教えてください。 

（単位：％）

増
加

横
ば
い

減
少

無
回
答

個　人 5.9 26.7 64.5 2.8

法　人 19.4 40.5 38.9 1.2

建設業 20.4 37.6 40.3 1.6

製造業 7.4 41.5 50.0 1.1

卸売業 21.8 37.2 39.7 1.3

小売業 7.1 21.8 69.7 1.4

不動産、物品賃貸業 11.6 55.4 33.1 -

医療、福祉 15.7 29.4 52.9 2.0

飲食サービス業 13.9 32.9 50.6 2.5

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 17.4 39.8 41.1 1.7

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 5.2 24.2 67.3 3.3

その他 24.1 42.8 29.7 3.4

会
社

形
態
別

業

種

別
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（２）前期の収益状況

前期の収益状況をみると、「黒字」が 29.6％、「収支±0」が 30.8％、「赤字」が 36.7％となっている。

業種別に見ると、「黒字」が、不動産、物品賃貸業(47.9％)、卸売業(42.3％)、「収支±O」が、生活

関連サービス業(36.6％)、医療、福祉(36.3％)、「赤字」が、小売業(52.0％)、飲食サービス業(46.2％)

で多くなっている。 

問１ 直近業績について 

前期の収益状況について、教えてください。 

（単位：％）

黒
字

収
支
±
０

赤
字

無
回
答

個　人 16.1 37.0 42.8 4.1

法　人 39.1 26.5 32.5 1.9

建設業 39.2 30.6 28.5 1.6

製造業 30.9 30.9 38.3 -

卸売業 42.3 28.2 26.9 2.6

小売業 16.3 28.9 52.0 2.7

不動産、物品賃貸業 47.9 20.7 29.8 1.7

医療、福祉 31.4 36.3 30.4 2.0

飲食サービス業 16.5 35.4 46.2 1.9

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 34.3 32.2 31.8 1.7

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 14.4 36.6 41.2 7.8

その他 45.5 26.2 22.8 5.5

会
社

形
態
別

業

種

別
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３ 設備投資について（問２）

前期の設備投資（有形固定資産及び無形固定資産の取得）についてみると、「設備投資を行った」は

18.8％である。 

問２ 設備投資（有形固定資産及び無形固定資産の取得）についておたずねします。前期（個人事業

主の方は平成２６年）の設備投資について、教えてください。 
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４ 経営上の問題点（問３）

経営状況へ影響を及ぼしている問題点としては、「売上不振」が 46.4％と多くなっている。次いで「原

材料価格の上昇」（23.4％）、「消費税率アップ」（22.9％）、「競合他社の増加」（19.2％）となっている。

業種別にみると、「売上不振」は小売業（69.4％）、「原材料価格の上昇」は飲食サービス業（67.1％）

で多くなっている。 

問３ 経営状況へ影響を及ぼしている問題点について、影響が大きいと考えるものを教えてください。

（３つまで回答可） 

（単位：％）
売
上
不
振

販
売
（

請
負
）

価
格
の

低
下

原
材
料
価
格
の
上
昇

為
替
相
場
の
変
動

消
費
税
率
ア
ッ

プ

競
合
他
社
の
増
加

設
備
の
老
朽
化
・
不
足

人
件
費
の
増
大

人
手
不
足

従
業
員
の
高
齢
化

従
業
員
の
ス
キ
ル
不
足

商
品
・
サ
ー

ビ
ス
自
体

の
競
争
力
不
足

そ
の
他

無
回
答

個　人 56.3 11.1 26.4 0.8 26.4 20.8 8.0 4.7 4.2 11.6 2.8 6.7 10.6 7.3

法　人 39.8 19.3 21.2 1.9 20.4 18.1 10.6 15.8 22.5 16.4 7.7 5.0 7.0 5.5

建設業 36.0 33.9 35.5 - 21.0 13.4 6.5 16.7 33.9 19.4 5.9 2.2 1.6 4.8

製造業 55.3 19.1 43.6 6.4 14.9 12.8 16.0 9.6 9.6 25.5 4.3 6.4 2.1 5.3

卸売業 52.6 29.5 28.2 9.0 19.2 23.1 7.7 10.3 6.4 12.8 9.0 1.3 6.4 2.6

小売業 69.4 17.7 20.7 1.4 32.3 19.7 5.4 7.5 5.1 6.8 2.4 9.2 7.1 3.1

不動産、物品賃貸業 26.4 10.7 5.0 - 12.4 21.5 36.4 4.1 3.3 6.6 3.3 7.4 11.6 12.4

医療、福祉 40.2 10.8 4.9 - 9.8 31.4 3.9 18.6 28.4 8.8 10.8 6.9 17.6 3.9

飲食サービス業 55.1 1.9 67.1 1.9 38.0 12.7 7.6 10.8 12.7 7.6 5.1 7.0 4.4 3.8

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 39.0 16.5 10.6 0.8 21.2 22.5 3.8 14.4 14.8 16.5 6.4 3.4 9.7 7.6

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 45.1 4.6 11.1 - 22.2 22.9 15.0 5.2 9.8 21.6 4.6 3.3 17.0 11.8

その他 26.2 14.5 10.3 0.7 18.6 15.9 6.9 16.6 27.6 23.4 11.0 7.6 10.3 8.3

会
社

形
態
別

業

種

別
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５ 今後の経営方針について（問４）

今後の経営方針では、「現状維持」が 61.0％と多く、「事業拡大」が 12.5％、「未定」が 10.9％、「廃

業」が 7.3％、「事業縮小」が 5.7％となっている。 

問４ 今後の経営方針について、教えてください。 
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事業資金の調達について

６ 事業資金の借入について

（１）借入の有無（問５）

現在の事業資金の借入状況をみると、「あり」は、47.1％である。 

問５ 現在、事業資金の借入について、教えてください。 
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（２）借入の相手方（問５付①､②）

借入の相手方をみると、「地方銀行」が 65.7％と多い。次いで「政府系金融機関」（34.2％）、「信用金

庫」（25.1％）となっている。 

また、借入の比率が最も高い相手方としても、「地方銀行」が 50.1％、「政府系金融機関」（15.5％）、

「信用金庫」（14.3％）となっている。 

問５で「１．あり」と回答された方におたずねします。 

問５付① 借入の相手方について教えてください。（複数回答可） 

問５付② 問５付①で回答された借入の相手方の中で、借入の比率が最も高い相手方について教えて

ください。 

（単位：％）

都
市
銀
行

地
方
銀
行

信
用
金
庫

政
府
系
金
融
機
関

そ
の
他

無
回
答

都
市
銀
行

地
方
銀
行

信
用
金
庫

政
府
系
金
融
機
関

そ
の
他

無
回
答

個　人 3.1 44.8 29.4 42.9 10.4 1.2 4.3 34.4 17.2 27.0 7.4 9.8

法　人 9.1 71.4 24.0 31.6 9.1 1.0 5.0 54.3 13.6 12.4 8.1 6.6

建設業 9.2 68.3 28.3 36.7 5.8 1.7 5.0 55.0 18.3 12.5 5.8 3.3

製造業 7.8 68.6 17.6 31.4 15.7 - 2.0 56.9 7.8 11.8 13.7 7.8

卸売業 10.2 85.7 28.6 36.7 2.0 - 4.1 57.1 16.3 16.3 2.0 4.1

小売業 5.7 56.6 27.0 30.3 11.5 1.6 4.1 42.6 17.2 18.9 9.0 8.2

不動産、物品賃貸業 12.5 78.1 25.0 18.8 15.6 - 10.9 60.9 6.3 4.7 9.4 7.8

医療、福祉 1.7 58.3 28.3 30.0 13.3 1.7 1.7 45.0 18.3 18.3 13.3 3.3

飲食サービス業 6.1 51.5 31.8 50.0 6.1 1.5 6.1 36.4 22.7 15.2 6.1 13.6

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 7.8 65.0 18.4 37.9 8.7 - 5.8 49.5 9.7 20.4 6.8 7.8

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 2.4 53.7 26.8 41.5 9.8 4.9 2.4 36.6 14.6 26.8 9.8 9.8

その他 15.6 76.6 20.3 32.8 6.3 - 4.7 62.5 9.4 12.5 4.7 6.3

借入比率が最も高い機関

会
社

形
態
別

業

種

別

すべての借入機関
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（３）福岡県信用保証協会の保証付の融資制度について（問５付③､④）

 ①活用状況（問５付③） 

福岡県信用保証協会の保証付の融資制度の活用状況をみると、「活用している」は 52.4％である。 

問５付③ 福岡県信用保証協会の保証付の融資制度について、活用状況を教えてください。 
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②活用している融資の内容（問５付④）

活用している福岡県信用保証協会の保証付融資制度をみると、「北九州市中小企業融資」が 58.8％が

半数を超え、「福岡県中小企業融資」が 32.5％となっている。 

問５付④問５付④ 問５付③で、「１．活用している」と回答された方におたずねします。活用されて

いる融資内容について教えてください。（複数回答可） 

（単位：％）
北
九
州
市

中
小
企
業
融
資

福
岡
県

中
小
企
業
融
資

そ
の
他

無
回
答

個　人 72.8 18.5 9.9 3.7

法　人 55.2 36.0 13.0 5.5

建設業 58.0 29.6 12.3 7.4

製造業 42.3 46.2 7.7 11.5

卸売業 67.9 32.1 3.6 7.1

小売業 62.5 26.6 14.1 4.7

不動産、物品賃貸業 47.4 47.4 21.1 5.3

医療、福祉 63.0 25.9 14.8 3.7

飲食サービス業 60.5 26.3 13.2 5.3

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 61.1 37.0 7.4 1.9

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 64.7 11.8 29.4 -

その他 54.3 48.6 11.4 -

会
社

形
態
別

業

種

別
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雇用について

７ 雇用形態について（問６）

従業員の雇用形態は、「正規社員」65.7％、「非正規社員」が31.9％、「専従者※」が2.4%となっている。

男女別にみると、男性は「正規社員」が83.1％、女性は「正規社員」が40.7％となっている。 

※家族従業員（個人事業のみ対象） 

問６ 勤務形態についておたずねします。当てはまる従業員数を教えてください。 

   （※勤務形態＝雇用形態別） 
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■男女別 属性別にみた従業員の雇用形態■ 

従
業
員
数

合
計

正
規

非
正
規

専
従
者

従
業
員
数

合
計

正
規

非
正
規

専
従
者

個　人 388 47.9 23.5 28.6 742 13.5 45.0 41.5

法　人 10,018 84.5 15.5 - 6,447 43.7 56.3 -

建設業 1,408 84.6 14.8 0.6 335 62.4 33.4 4.2

製造業 1,008 81.7 17.6 0.7 430 41.4 54.2 4.4

卸売業 568 86.8 12.9 0.4 433 41.6 56.4 2.1

小売業 568 69.7 25.9 4.4 942 46.2 44.5 9.3

不動産、物品賃貸業 183 82.0 17.5 0.5 238 42.0 56.3 1.7

医療、福祉 440 66.6 32.3 1.1 1,238 40.9 57.4 1.7

飲食サービス業 332 43.1 48.8 8.1 574 10.5 80.0 9.6

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 1,059 88.9 9.9 1.2 541 60.4 31.8 7.8

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 386 78.5 16.6 4.9 562 30.1 61.4 8.5

その他 4,431 87.9 12.0 0.1 1,879 40.2 59.5 0.3

男　　性 女　　性

会

社

形

態

別

業

種

別
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８ 外国人雇用者（問７）

外国人雇用についてみると、「あり」は、3.2％である。 

問７ 貴事業所で働く外国人の有無について、教えてください。 

  「１．あり」と回答された方におたずねします。当てはまる就業者数を教えてください。 

平

均

合

計

人

数

（

人
）

う

ち

平

均

技

能

実

習

生

数

（

人
）

2.8 0.0

2.2 0.1

1.3 0.5

1.3 0.3

1.3 0.0

4.5 0.0

2.0 0.0

1.5 0.0

3.9 0.1

2.6 0.0

- -

1.4 0.1

0.6
5.0

2.2
4.3

5.1

2.4

2.5

2.9
5.1

2.1

0.0
9.0

92.5

94.2

96.2

94.7

94.9

93.5

95.9

96.1

89.9

96.6

90.2

87.6

6.9

0.8

1.6

1.1

0.0

4.1

1.7

1.0

5.1

1.3

9.8

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個 人

法 人

建設業

製造業

卸売業

小売業

不動産、物品賃貸業

医療、福祉

飲食サービス業

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

その他

あり なし 無回答

会
社
形
態
別

業

種

別
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９ 障害者雇用について（問８）

障害者雇用についてみると、「あり」は、5.4％である。 

問８ 障害者雇用について、雇用の有無と、「雇用あり」の場合はその人数を教えてください。 

平

均

人

数

（

人
）

(n= ) 1.0

(n= ) 1.9

(n= ) 1.5

(n= ) 2.2

(n= ) 4.0

(n= ) 1.0

(n= ) 1.0

(n= ) 1.4

(n= ) 5.0

(n= ) 1.3

1.6

2.8

1.1
8.5

8.1

7.4

2.6

2.7

0.8
15.7

1.3
4.7

4.6

11.7

87.2

88.3

88.2

89.4

93.6

89.5

95.9

83.3

87.3

91.5

79.1

81.4

11.7

3.2

3.8

3.2

3.8

7.8

3.3

1.0

11.4

3.8

16.3

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個 人

法 人

建設業

製造業

卸売業

小売業

不動産、物品賃貸業

医療、福祉

飲食サービス業

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業

その他

あり なし 無回答

会
社形態
別

業

種

別
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10 今後１年間の採用予定について（問９）

今後１年間の採用予定についてみると、「あり」が 17.2％、「なし」が 57.0％、「未定」が 21.9％となっ

ている。 

問９ 今後１年間の採用予定について、教えてください。 

  「１．あり」と回答された方におたずねします。それぞれの採用見込み人数を教えてください。
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■属性別にみた今後 1年間の採用予定人数■ 

(単位：人)

採
用
見
込
み
人
数

正
社
員

臨
時
雇
い

パ
ー

ト
タ
イ
ム

全　体 3.1 1.8 0.1 1.1

個　人 1.6 0.7 0.3 0.7

法　人 3.3 2.0 0.1 1.2

建設業 2.2 1.8 0.2 0.1

製造業 2.3 1.6 0.2 0.5

卸売業 2.4 2.1 0.0 0.3

小売業 3.4 2.4 0.1 1.1

不動産,物品賃貸業 1.6 1.7 0.0 0.0

医療、福祉 4.4 1.9 0.1 2.5

飲食サービス業 6.2 0.6 0.1 5.4

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 2.1 1.7 0.2 0.2

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 2.9 2.2 0.2 0.6

その他 3.1 2.5 0.1 0.5

会
社

形
態
別

業

種

別
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11 人材を確保するにあたっての課題について（問 10）

人材を確保するにあたっての課題としては、「応募があっても適した人材がいない」が 31.0％と最も

多く、次いで「募集しても応募がない」が 23.2％、「すぐにやめる」が 14.2％となっている。 

なお、今後１年間に採用予定がある事業所による回答では、「募集しても応募がない」（58.1％）と「応

募があっても適した人材がいない」（55.1％）の２つが多く、次いで「すぐにやめる」が 27.6％となっ

ている。 

問１０ 人材を確保するにあたっての課題について、教えてください。（複数回答可） 
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■属性別にみた人材を確保するにあたっての課題■ 

（単位：％）
募
集
し
て
も
応
募
が
な
い

応
募
が
あ
っ

て
も
適
し
た

人
材
が
い
な
い

す
ぐ
に
や
め
る

そ
の
他

無
回
答

個　人 10.8 15.9 7.5 21.6 53.0

法　人 31.8 41.4 18.7 15.6 18.8

建設業 35.5 38.7 26.9 11.3 19.9

製造業 22.3 42.6 19.1 14.9 20.2

卸売業 12.8 37.2 10.3 19.2 32.1

小売業 17.0 20.1 9.9 19.4 48.6

不動産、物品賃貸業 7.4 20.7 7.4 30.6 42.1

医療、福祉 50.0 35.3 24.5 17.6 12.7

飲食サービス業 29.7 17.7 7.6 15.2 43.0

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 16.5 42.8 12.3 20.3 26.3

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 19.0 18.3 16.3 18.3 42.5

その他 29.0 46.2 13.1 15.2 20.0

会
社

形
態
別

業

種

別
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12 人材確保の課題を解決するために、活用している（活用したい）人材（問 11）

人材確保の課題を解決するために、活用している（活用したい）人材としては、「中途採用者」が 37.0％

と最も多く、次いで「高齢者（６０歳以上）」が 14.2％、「派遣・請負」が 9.2％、「外国人」が 2.3％と

なっている。 

問１１ 人材確保の課題を解決するために、活用している（活用したい）人材を教えてください。（複

数回答可） 

（単位：％）
中
途
採
用
者

高
齢
者

（

６
０
歳
以
上
）

派
遣
・
請
負

外
国
人

そ
の
他

無
回
答

個　人 13.8 6.4 3.1 1.1 19.5 60.0

法　人 53.0 19.5 13.3 3.2 15.3 21.8

建設業 54.8 11.8 20.4 1.1 13.4 21.0

製造業 55.3 23.4 9.6 2.1 11.7 27.7

卸売業 47.4 11.5 9.0 - 10.3 30.8

小売業 21.4 8.5 3.7 2.4 19.0 53.7

不動産、物品賃貸業 23.1 11.6 5.0 1.7 21.5 46.3

医療、福祉 51.0 37.3 14.7 5.9 17.6 18.6

飲食サービス業 17.1 12.0 5.1 2.5 20.3 55.1

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 44.1 11.0 8.5 2.1 19.5 29.2

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 22.2 7.8 4.6 2.6 18.3 51.0

その他 55.9 24.8 15.9 3.4 13.8 19.3

会
社

形
態
別

業

種

別
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13 社員採用のために行っている手法（問 12）

社員採用のために行っている手法としては、「ハローワークでの募集」が 32.2％と最も多く、次いで

「取引先、知人等からの紹介」が 25.5％、「広告、情報誌への掲載」が 15.1％となっている。 

問１２ 社員採用のために行っている手法を教えてください。（複数回答可） 

（単位：％）
ハ
ロ
ー

ワ
ー

ク
で
の

募
集

民
間
有
料
職
業
紹
介

所
で
の
募
集

広
告
、

情
報
誌
へ
の

掲
載

民
間
就
職
情
報
サ
イ

ト
の
活
用

合
同
会
社
説
明
会
へ

の
参
加

イ
ン
タ
ー

ン
シ
ッ

プ

の
受
入

取
引
先
、

知
人
等
か

ら
の
紹
介

そ
の
他

無
回
答

個　人 7.8 1.7 7.0 2.8 0.3 0.8 14.4 16.6 58.9

法　人 48.9 8.6 20.5 7.9 5.5 4.0 33.2 11.8 17.2

建設業 48.4 6.5 10.2 5.9 3.8 1.1 33.9 10.8 19.4

製造業 46.8 4.3 7.4 8.5 3.2 3.2 34.0 8.5 22.3

卸売業 39.7 3.8 19.2 5.1 2.6 1.3 29.5 10.3 28.2

小売業 17.3 6.5 13.6 3.7 0.7 1.7 16.0 16.7 51.0

不動産、物品賃貸業 21.5 3.3 8.3 2.5 0.8 0.8 19.0 23.1 39.7

医療、福祉 61.8 16.7 32.4 10.8 10.8 2.9 32.4 6.9 13.7

飲食サービス業 12.0 1.3 21.5 7.0 1.3 - 21.5 10.8 47.5

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 34.3 5.1 11.4 5.5 1.7 5.5 29.2 17.8 27.5

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 17.6 3.9 12.4 3.9 2.6 1.3 14.4 14.4 51.0

その他 51.0 8.3 22.1 10.3 11.7 7.6 37.9 11.7 17.9

会
社

形
態
別

業

種

別
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14 過去１年間で実施したものについて（問 13）

過去１年間で実施したことがらについてみると、「特になし」が 46.1％、実施したものとしては、「基

本給のベースアップ」が 27.8％、「夏・冬のボーナスの上昇」が 14.3％となっている。 

問１３ 賃上げ等について、過去１年間で実施したものを教えてください。（複数回答可） 

（単位：％）
基
本
給
の
ベ
ー

ス
ア
ッ

プ 夏
・
冬
の
ボ
ー

ナ
ス
の

上
昇

２
以
外
の
諸
手
当
（

家

族
手
当
等
）

の
上
昇

特
に
な
し

無
回
答

個　人 11.4 4.2 1.3 45.9 41.1

法　人 39.2 21.1 6.3 46.6 5.2

建設業 34.9 24.7 7.5 48.9 7.0

製造業 37.2 18.1 2.1 44.7 13.8

卸売業 32.1 15.4 3.8 52.6 6.4

小売業 16.7 8.2 2.7 48.3 30.6

不動産、物品賃貸業 21.5 10.7 0.8 61.2 14.0

医療、福祉 38.2 20.6 13.7 33.3 10.8

飲食サービス業 24.1 3.8 1.9 43.0 30.4

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 34.3 19.1 4.2 44.1 15.7

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 17.0 3.9 0.7 44.4 38.6

その他 37.2 24.8 6.9 39.3 13.8

会
社

形
態
別

業

種

別



24 

社会保険・福利厚生・社会貢献活動等について

15 社会保険の加入状況について（問 14）

社会保険（健康保険・厚生年金）の加入状況をみると、「対象者全て加入している」が 51.5％、「対象

者の一部のみ加入している」が 5.7％、「対象者全て加入していない」が 7.7％、「社会保険の適用事務

所ではない」が 21.2％となっている。 

問１４ 社会保険（健康保険・厚生年金）の加入状況について、教えてください。 
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16 労働保険の加入状況について（問 15）

労働保険（雇用保険・労災保険）の加入状況をみると、「対象者全て加入している」が 49.7％、「対象

者の一部のみ加入している」が 4.4％、「対象者全て加入していない」が 9.5％、「労働保険の適用事務

所ではない」が 21.5％となっている。 

問１５ 労働保険（雇用保険・労災保険）の加入状況について、教えてください。 
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17 共済制度について（問 16）

利用している共済制度をみると、「中小企業退職金共済制度（国）」が 16.1％、「小規模共済制度（国）」

が 12.1％、「特定・普通退職金共済制度（北九州商工会議所）」が 8.7％、「経営セーフティ共済（国）」

が 2.5％となっている。 

問１６ 共済制度について利用しているものを教えてください。（複数回答可） 

（単位：％）
小
規
模
共
済
制
度

（

国
）

経
営
セ
ー

フ
テ
ィ

共
済

（

国
）

中
小
企
業
退
職
金
共
済

制
度
（

国
）

特
定
・
普
通
退
職
金
共

済
制
度
（

北
九
州
商
工

会
議
所
）

そ
の
他

無
回
答

個　人 13.0 0.6 6.1 4.4 14.5 65.2

法　人 11.6 3.8 23.0 11.6 11.2 48.2

建設業 10.8 4.8 29.0 16.7 16.1 32.8

製造業 11.7 3.2 23.4 20.2 10.6 42.6

卸売業 10.3 2.6 20.5 14.1 10.3 48.7

小売業 8.8 0.7 8.2 7.5 15.0 63.6

不動産、物品賃貸業 14.0 3.3 9.9 6.6 10.7 62.0

医療、福祉 14.7 2.0 20.6 2.9 7.8 59.8

飲食サービス業 8.2 1.3 7.6 1.3 13.3 71.5

専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 24.6 4.2 20.3 9.3 12.3 42.4

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業 7.2 0.7 7.8 3.3 13.1 68.6

その他 6.9 2.8 22.1 9.7 11.0 55.2

会
社

形
態
別

業

種

別


